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１ 森林・林業再生プラン概要
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２ 本検討会論点

【路網整備に係る現況・課題】

○ 作業道等の区分が不明
瞭で技術普及等に支障

○ 作業道等作設技術が各
地で発展、一方で、各地の
条件に応じた普及の必要

○ 崩れにくい路網作設のさ
らなる技術向上

○ 利用間伐を主眼とした路
網計画の必要

○ 路網整備の加速化に伴い
作業道等が展開した場合の
維持管理が必要(公共、共同
施設)

【本検討会検討課題(２～３月)】

○ 作業道等の作設に関する作業道基
準等の策定
・ 作業システム、目的、地形等に応
じた路網計画(配置、施業集約、線
形、測量・設計・積算等)
・ 規格(曲線、速度、縦断勾配、幅
員、法面勾配、路体、路盤工 等)
・ 工法毎の技術的課題(排水工、路
面工 等) 

○ 林道・作業道等の目的に応じた区分

○ 作業道等の作設技術の普及方策に
関する事項

○ 作業道等の維持及び管理に関する
事項

○ その他

【目標とする成果等】

○ 作業道基準(仮称)、作業
道作設に関する技術的な
指針（仮称）

○ 技術普及方策のあり方
→ 事業実施を通じた定
着、研修等への反映

○ 維持・管理方策のあり方
→ 支援方策等の検討

注）本検討では、用語として作業道、作業路を便宜的に利用、区分に係る検討経過によっては変更あり得る
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３ 森林の現況等
（１）日本の森林の現況
人工林の齢級構成は間伐期の８、９齢級にピーク

人工林齢級構成

国内の路網整備状況（年別開設延長）

傾斜別、車道からの距離別面積

人工林の齢級別面積
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資料：林野庁業務資料
注：１）森林法第５条及び第７条の２に基づく森林計画の対象となる森林の面積である。
２) 平成19年3月31日現在の数値である。

現状のまま10年間
推移した場合
６７％

高齢級の人工林
３５％

（林齢）
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人工林の林齢別面積

資料：林野庁業務資料（平成19年３月31日現在）
注：森林法第５条及び第７条の２に基づく森林計画の対象となる森林の面積である。
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我が国の森林資源の推移

人工林の林齢構成は、４５年生以下のものが６割以上を占め、保育、間伐
等の手入れが必要な状況であるが、１０年後には約７割が主伐可能な林齢
となり、本格的な利用可能期を迎える

森林の蓄積は、森林面積の約４割を占める人工林を中心に毎年増加
し、総蓄積は約４４億㎥

育成林における面積割合について、
・ 路網からの200ｍ以内の距離に57％が所在
・ 傾斜別には20°以下に36% 21-30°に27% 31-45°に35%
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19末の整備量
林道131千ｋｍ 作業道98千ｋｍ

作業道開設延長は増加しているが林道の開設延長は減少傾向にある

林野庁モニタリング調査より
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３ （２）日本の地質 ①

日本列島と欧州の地質の比較について
－日本は多種多様な地質、多くの断層、火山を抱えている－

日本列島の地質は、赤色系統の花崗岩をはじめ火山岩類および堆積岩類がモザイクもようをなして複雑
に分布し、多くの断層や活火山が存在する。これに対して欧州の地質は、各地質の１ユニットが広く分布
し、断層が少なく地質構造が単調で、安定した大陸地塊を形成している。

同じ高密度な経済活動の中心地域でありながら西ヨーロッパの地形・地質は安定しているが、日本はとて
も不安定であるという相違がある。

（社）全国地質調査業協会連合会HPより
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３（２）日本の地質 ②
日本の地形、地質は変化に富み，不安定
欧米主要国の地形、地質は安定している

地形・地質等から見た日本・ドイツ・オーストリアとの対比について

日本 ドイツ オーストリア

地形

・国土の7割が山岳地帯。 ・氷河の影響を強く受けている。
・北ドイツ：平たん。平均標高40-50m程度。
・中部ドイツ：平均標高400-500mの丘陵帯。最高でも
1500m未満。代表的な林業地帯シュヴァルツバルト
(黒い森)。
・南ドイツ：アルプス地帯。最高2000mを越える。

・ボヘミア高地やウィーン盆地など丘陵地形も多いが、
アルプス付近は日本より急峻。

地質

・火成岩が広く全土を覆っている。堆積岩も多い
（ともに風化しやすい）。

・その他は、古生代～第四期までの地層がモザイ
ク状に分布している。

・古生代～第三紀の基岩が多い。

・アルプス付近は石灰岩の固い岩盤。第四紀の砂礫
層、砂岩・泥岩層（風化しやすい）もある。

・中生代～新生代のアルプス造山活動の影響を強く
受けている。

・石灰岩の固い岩盤が多い。

火山

・主要な活火山は108。

・火山性の地質（火成岩）は一般的に、脆く風化作
用を受けやすい。

・花崗岩は特に風化作用が大きい。花崗岩質の
地層は全国の山地に散在。

・活火山はほとんど存在せず。（第三紀には活発な火
山活動）

・ドナウ川～ライン川付近に花崗岩質の地層が存在
するが、その他の地域に火山性の地質はほとんどな
い。

・活火山はほとんど存在せず。（第三紀には活発な火
山活動）

まとめ
急峻な地形が多く、林業もそのような地域で盛ん。
火山性の地層が広く分布し、岩盤が風化作用を
受けやすい。

南のアルプス地帯を除いて、丘陵地形が主。
第三紀までの地層が多く、安定。

地形は急峻だが、石灰岩質の多い岩盤は安定。

５

参照：都城秋穂「世界の地質」1991岩波書店
貝塚爽平「世界の地形」1997東京大学出版会



３（２）日本の地質 ③
国内の地質は地域によって多様、従って、これらに応じた工法の採用、技能の習得が必要

日本の地質の特性

花崗岩はマグマ
が地下の深くえ
固まったもの。
日本全国に広く
分布する。

花崗岩類の分布

西南日本内帯

西南日本外帯

中央構造線

日本列島の広
域変成岩は帯
状にまとまって
分布する傾向が
ある

６

変成帯の分布

斎藤靖二：自然景観の読み方⑧日本列島の生い立ちを読む（岩波1992）



４ 路網作設にあたっての技術的課題

４（１）現況・課題
・ 我が国の森林は、傾斜、降雨量、土質等極めて多様
・ そのような厳しい諸条件の中にあって、路網作設にあたっては、これまで各地で、地域の条件に応じ、
知見、経験の蓄積により工法が発展
・ 一方、損壊する事例もあり、特に、排水処理、切土高等において課題が散見される
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全国作業道等損壊調査結果について

損壊原因について

平成２１年 秋 造林公共事業により
全国46都道府県で過去5年間に作設した作業道、路2225路線について調査を行った
損壊が確認された路線は 47路線 67箇所 損壊路線率は2.1％
※（うち、激甚災害分を除外した場合は38路線 57箇所 損壊路線率は1.7%）

損壊原因は法面崩
壊、路面洗堀が多い

損壊が確認された路線の作設年度

年次が進むにつ
れ減少傾向

７



作業道、作業路における具体的な損壊事例１

路肩決壊中国地方 北陸地方

粘質土、地山勾配30°の為丸太組を施工。局所的大
雨で路面水が集中し路肩部分が崩壊。こまめな分散
排水が出来ていなかった。

路 面 洗 掘関東地方 四国地方

土質は礫混じり土、河川の増水による盛土路体の洗堀による
崩壊。

周囲の状況から過去の水害等の情報を得ることが出来る。
沢沿いの作設は十分気をつける必要がある。

集中豪雨により上流のからの土砂崩壊により沢が埋
まり路体に雨水が流れ込み路面を洗堀。路面に雨水
が浸入しないようのっこしの作設も有効

台風時に雨水が路面に進入し路面を洗堀。縦断勾配
が急な場合、雨水分散の横断溝等のみで対応出来な
い事もある。急勾配箇所にはｺﾝｸﾘｰﾄ路面工を合わせ
施工することも有効
８



法面崩壊北陸地方 中国地方

暗渠排水決壊
北海道・東北地方

九州地方

施工後の切土法面の高さが２．５ｍあり、梅雨期の長
雨で法面が崩壊した。
切高を出来るだけひくく押さえるのが望ましい。

土質は赤土で砂利層含む、崩壊地ではない。盛土は
表土ブロック積工、切土法面高は２ｍ以内であったが
切り土面に雨水浸透し崩壊。切土高を抑えても地質特
性により崩壊を誘因する場合がある。施工地周辺にお
いて過去に開設した箇所の状況調査は有効

大雨による沢水の増加で埋設した暗渠が決壊した。

大量の流量が予想される沢の横断は、簡易橋梁やコ
ンクリートによる洗い越し工が有効である

梅雨の豪雨により河川の増水で暗渠が閉塞し決壊。

ｺﾝｸﾘｰﾄ路面工を施した部分は被災が無かった。（写真
奥）沢を横断する場合は沢に対し直角に洗い越し工を
設ける。

作業道、作業路における具体的な損壊事例２
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流末損壊

中部地方

縦断勾配は７％程度、土質はれき質土、路面水対策
のため路面水切横断工を敷設。路肩は地山（盛土で
はない）

現場発生転石、木材等により水叩き工等の設置が必
要であった。

土質はれき混じり土、路肩は盛土で補強の為に木柵工を敷設した。盛
土には排水性を高めるため岩砕、れきを使用。前後に勾配の変化点を
設けているため路面水の影響は無い。尾根付近であり、小さな谷地形、
常時湧水は無いので排水対策はしていない。被災原因は梅雨時期に山
側からの雨水が集中したもの考えられる。

状況により、谷地地形には縦断勾配の変化と排水対策を並行して行う
事も必要である。

丸太柵工損壊

中国地方

復旧後
被災箇所

全幅員3.0m

路面水により、地山が洗掘され
路肩が決壊した。

作業道、作業路における具体的な損壊事例３
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４（２）路網整備の実績、これまでの取組について

切土高の抑制

等高線を考慮した
平面線形

設計車両を考慮し
た最小限の幅員

切盛土の均衡波形線形の採用

こまめな排水

洗越工の採用

耐久性のある路網
作設に関する
基本的な緩代え方

簡易で耐久性のある路網作設の基本的事項の整理

作業路作設マニュアル等の作成

「作業路作設の手引き」（平成１９年３月）
「低コスト作業システム事例集」（平成１９年３月）
「作業路損壊事例集」改訂版（平成２０年５月）

保安林における簡素化

保安林において、都道府県知事が定める作業
道（路）実施基準等で定めた簡易で耐久性が高い
構造の作業路を開設する場合、作業許可申請書
の添付書類を簡素化

(平成19年3月30日付け18林野治第2730号林野
庁長官通知）

簡易で耐久性のある路網整備については、平成18年の森林・林業基本計画の改訂をうけ、作業システムと連携したマニュアルや損
壊事例等を作成しながら運用等の見直しを行っている。

林道等開設延長 321千km （路網密度12.9m/ha）
作業道開設延長 98千km (路網密度 3.9m/ha)

2007年度末都道府県報告による

これまでの路網整備の実績

１１

「作業路作設の手引き」（平成１９年３月）ほか



4m以下
5.4%

0.5m
32.4%

詳細規定

あり

5.4%

15m
5.3%

30，40％
10.5%

切高規定あり

47.4%

1割5分
5.3%

3m以下
21.6%

0.3m
13.5%

素堀

24.3%

6m
15.8%

20％
15.8%

切高規定なし

52.6%

1割2分
28.9%

3m
5.3%

2～3m
29.7%

0.25～
0.5m
8.1%

設置しない

40.5%

3m
5.3%

16％
13.2%

1割2分～1割5分
28.9%

2m
7.9%

2m以下
40.5%

規定なし

45.9%

規定なし

29.7%

規定なし

73.7%

10％
7.9%

規定なし

36.8%

規定なし

86.8%

規定なし

2.7%

規定なし

52.6%

盛土高

盛土勾配

切取

縦断勾配

曲線半径

側溝

路肩

幅員

４ （３）地域の基準

１２

各都道府県でそれぞれの地域の実態に応じ、作業道等の構造規格を定めている

作業路
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各都道府県の作業道基準

「作業道 理論と環
境保全機能」

全国改良普及協会
酒井秀夫著
２００４年
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４（４） 作業システムと路網の組合せ

施業を効率的かつ効果的に実施するため、路網と林業機械を組み合わせた低コスト・高効率な
作業システムの整備、普及
効率的な作業システムに対応し得る路網を整備(利用する機械や現地の傾斜に合わせた最適な
集材距離となるような路網)

車両系システム 架線系システム

積載量 ｔ 2.0 4.0 8.0 10.0 15.0

全幅 m 1.95 2.36 2.50 2.50 2.5

ﾊﾞｹｯﾄ容量 0.14 0.16 0.28 0.45 0.5 0.6 0.65 0.8

機械重量 ｔ 4.34 4.68 6.88 12.4 12.4 15.6 16.2 19.9

全幅 m 1.96 1.97 2.30 2.50 2.50 2.50 2.50 2.50

＜機械のサイズと幅員(例)＞

１４



低コスト作業システム構築事業のモデル林実証データ（H19～20年度）

モデル林 傾斜
路網
密度
生産性ｍ3/人・日 作業システム

名 寄 緩 密 14.60 ｍ3 ロングリーチハーベスタ＋フォワーダ

釧 路 緩～中

密 16.20 ｍ3 ハーベスタ＋フォワーダ

中 14.80 ｍ3 フェラーバンチャ＋グラップル＋プロセッサ

岩 手 中 密 7.10 ｍ3 チェーンソー＋ウィンチ付きグラップル＋ハーベスタ＋フォワーダ

山 形 緩 中 11.20 ｍ3 チェーンソー＋ウィンチ付きグラップル＋ハーベスタ＋フォワーダ

長 野 中 疎 4.63 ｍ3 チェーンソー＋タワーヤーダ＋プロセッサ＋フォワーダ

静 岡 中 中 12.60 ｍ3 チェーンソー＋スーパーロングリーチグラップル＋プロセッサ＋フォワーダ

広 島 中 密 15.50 ｍ3 チェーンソー＋ウィンチ付きグラップル＋ハーベスタ＋フォワーダ

愛 媛 中 中 6.72 ｍ3 チェーンソー＋スイングヤーダ＋プロセッサ＋グラップル＋脱着式フォワーダ

高 知 中～急 密 8.15 ｍ3 チェーンソー＋ハーベスタ＋グラップルローダ＋フォワーダ

熊 本 中～急 疎 10.27 ｍ3 チェーンソー＋スイングヤーダ＋プロセッサ＋フォワーダ

鹿児島 緩 密 10.86 ｍ3 （チェーンソー）＋ウィンチ付きハーベスタ＋フォワーダ

注１） 路網密度 密：１５０ｍ/ha以上 中：５０ｍ/ha～１５０ｍ/ha未満 疎：５０ｍ/ha未満
注２） 傾 斜 緩：２０度未満 中：２０度～３０度未満 急：30度以上
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全ての付帯的交通を含む幹線道路(道路等級Ⅰa) :

年聞を通して車輌の通行が可能で，輸送量500～5,000m3 /年，そして
林業以外の付帯的な多種の交通が可能。
軸荷重，一軸車輌で10tまで，二軸で16tまで。車道幅員4.5～5.5m，全
幅員6.0～7.0m。

幹線道路(道路等級Ⅰb) :

年間を通じて車輌の通行が可能，輸送量500～5,000m3/ 年、そして
乗用車による付帯的交通が可能。
軸荷重はⅠa と同じ，車道幅3.0̃3.5m，全幅員4.0～4.5m。

支線道路(道路等級Ⅱ):
道路等級Ⅱa :年聞を通じて通行可能で，適所での締め固め工作有り。
道路等級Ⅱb: 条件の良い時（好天気，乾期，凍結）のみ通行可能。道
路の補強工作無いかほとんど無し。
輸送量500m3/ 年以下，少々の乗用車による付帯的交通可能。軸荷
重その他はⅠbと同じ。

集材道(道路等級Ⅲ):
必要に応じて不定期的に通行，少量で，変動幅のある輸送量。
道路幅は3̃4m以下。

指標

等級I 等級Ⅱ 等級Ⅲ 等級Ⅳ 等級Ⅴ

MainHau Primary Secondar Skiddin Skiddin

Road HaulRoa HaulRoad Roaｄ Trail

1.導入し得る車輌 トラック トラック トラック トラクター トラクター

2. 年間使用可能性 通年 通年 季節的 季節的 季節的

3. 車線の数 ２（１） 1 1 1 1

4. 車道幅員 m ７－９ ３．５－４．５ ３－４ ２．５－３．５ ２．５－３．５

5. 全幅員 ｍ ＞９／１０ ５－７ ５－６ － －

6. 転圧，締め固め 強く 強く 弱く 殆ど無し 殆ど無し

7. 路面の支持力
Ev2 MN/m2

＞１２０ ＞８８ ＞６０ － －

8. 曲率半径m ＞４０／５０ ＞２０（１６） ＞２０（１６） － －

9.縦断勾配% ≧６ ≧８（１０） ≧８（１０） ≧２０／２５ ≧２０／２５

道路のカテゴリーとその指標ドイツ連邦共和国における州立道路に対する
指針(RLW 1975)に基づいた林業道路の分類

RLWによる 上記カテゴリーの提案 作業の実態
－

等級Ⅰ
Main haul road

－
道路等級Ⅰａ
Hauptweg
幹線道路

－

道路等級Ⅰｂ
Hauptweg
幹線道路

等級Ⅱ
Primary haul road

Hauptfahrweg
幹線道路

Fahrweg
車道道路等級Ⅱａ

Zubringerwege
支線道路 等級Ⅲ

Secondary haul road
Nebenfahrwege
支線道路道路等級Ⅱｂ

Zubringerwege
支線道路
道路等級Ⅲ
Ruckewege
集材路

等級Ⅳ
Skidding road

Ruckewege 集材道
(Maschinenwege 機械道)

等級Ⅴ
Skidding trai

各種の林業道路の分類の対照表

「森林経営基盤整備
の基本思想と計画」
(株)林土連研究社
1988年

４（５）ドイツにおける路網の分類と規格
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４（６）路体強度

森林利用学会誌23（2）2008「林道開設の経験則
技術の評価」 梅田修史

「林道必携（技術編）」土質別標準ＣＢＲ値

１７

路庄土の種類 ＣＢＲ％

シルト、粘土分が多く、含水比の高い土 ３以下

シルト、粘土分が多く、含水比が低い土 ３～５

砂質土、粘性土等 ３～７

含水比の低い砂質土、粘質土等 ７～１５

礫、礫質土等 ７～１５

粒度分布のよい砂質等 １０～３０

土質や締め固めにより強度が異なる



路網作設経費聞き取り例

傾斜 切土土質等 丸太組 その他 砂利等
排水
施設
想定車
輌

設計 幅員 単価

例１ 急 軟岩有 多 有 トラック 3.0 7,900

例２ 緩 砂質土 小 有 有 小型トラ 3.0 2,600

例３ 緩 切土のみ 作業車 2.0 1,500

例４ 緩 普通土 多 有 多 トラック 3.0 4,200

例５ 急 軟岩有 多 法面加工、篭工 有 有 トラック 外注 2.5 12,900

例６ 急 軟岩有 多 L型擁壁、網柵 有・コン － トラック 外注 3.0 14,900

素材生産と路網の作設コストの例

8,000 

13,000 

18,000 

23,000 

28,000 

33,000 

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
20.12

H
21.3

H
21.6

H
21.9

H
21.12

参考比較：丸太価格の推移

北洋ｶﾗﾏﾂ丸太
17,500

スギ中丸太
11,200

（円/ｍ3）

北洋ｴｿﾞﾏﾂ丸太
23,800

ヒノキ中丸太
21,800

５ 素材生産、路網作設コスト

資料：農林水産省「木材価格」
注：規格は、スギ中丸太 径14.0～22.0㎝ 長3.65～4.0m
北洋エゾマツ丸太 径20.0～28.0㎝ 長3.8m以上
北洋カラマツ丸太 径20.0㎝以上 長4.0m以上１８

間伐及び路網作設経費の一例（経費の単位：千円）

施業面積：11.71、林齢：33～62年、スギ75％・ヒノキ25％

傾斜：25～35°25％、35°以上25％、24°以下50％

使用機械：ハーベスタ、フォワーダほか

調査費等 495

除間伐費 1,242 搬出1,251本・474ｍ3

（うち297切捨間伐分) 切捨1,376本

造材搬出費 820

作業路開設費 2,159 距離940ｍ

(うち構造物929)

雑費、諸経費 1,110

運送費・手数料 1,415

計 7,241

注）減価償却費等込み



６ 路網・作業システムの普及取組例

①モデル林の設定
・事業実施のフィールドとして全国にモデル林を設定
Ｈ19：11箇所、Ｈ20：12箇所、Ｈ21：10箇所を設定し、以下の取組を実施

②低コスト作業システムモデルの開発・実証
・作業功程の調査、データ収集
・各作業システムの開発・実証
・生産性、採算性、林地保全、労働安全への影響等を分析
・各モデル林の地域特性に応じた作業システムモデルを構築

③ＯＪＴ研修
・現地実習（ＯＪＴ）により、簡易で耐久性のある作業路作設のためのルー ト
選定・施工技術を習得
・林業事業体のオペレータ等を対象
Ｈ19：31人(年17回実施)、Ｈ20：73人(年25回実施)、Ｈ21：97人(年19回実施)
・ＯＪＴ研修の指導者（講師）計46人養成（Ｈ19～20：計4回の指導者会議を開
催）
・Ｈ21に新たに機械操作研修を実施：28人（年１回）

④現地検討会
・地域に即した低コスト作業システムの実演、林業機械の有識者による講演
・参加者Ｈ19：994人(7回)、Ｈ20：716人(5回)、Ｈ21：798人(5回)

低コスト作業システム構築事業による取組（Ｈ１９～２１年度）
（林野庁の補助事業として実施）

①低コスト作業路企画者養成研修
（Ｈ19年度～）
・作業路設計技術の習得
・国や都道府県の職員、林業事業体の従業員を対象
・Ｈ19：57人、Ｈ20：55人、Ｈ21：38人（年3回実施）

②低コスト作業路技術者養成研修
（Ｈ19年度～）
・作業路施工技術の習得
・国や都道府県の職員、林業事業体の従業員を対象
・Ｈ19：58人、Ｈ20：57人、Ｈ21：60人（年4回実施）

③低コスト作業路技術者養成フォローアップ研修
（Ｈ20年度～）
・作業路施工技術の習得。
・低コスト作業路技術者養成研修の修了者
・Ｈ20：7人、Ｈ21：7人（年１回実施）

④低コスト作業路企画者養成フォローアップ研修
（Ｈ21年度～）
・作業路設計技術の習得。
・低コスト作業路企画者養成研修の修了者
・Ｈ21：6人（年１回実施）

⑤低コスト作業システム推進研修
（Ｈ21年度～）
・低コスト作業システムの基礎的知識の習得。
・都道府県の職員等を対象。
・ Ｈ21：36人（年１回実施）

森林技術総合研修所での研修（Ｈ１９年度～）
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７ 維持管理の現況

区分 林道 作業道 作業路

維持管理

林道規程（第６条）に基づき、林道管理者が管理方法を
定め実施。

森林所有者、森林組合等が通常の使用状況に
応じて実施。

森林所有者、森林組合等が通常の使用状況
に応じて実施。

【予算措置（国）】 【予算措置（国）】 【予算措置（国）】

地方交付税（普通交付税）として市町村に対し交付 なし→地方公共団体が補助している事例有り なし→地方公共団体が補助している事例有り

災害復旧

農林水産業施設災害復旧事業国庫補助の暫定措置に
関する法律（暫定法）において、林地の利用又は保全
上必要な公共的施設と位置づけられており、災害復旧
事業を実施。

森林所有者、森林組合等が使用状況に応じて
実施。

森林所有者、森林組合等が使用状況に応じ
て実施。

【予算措置（国）】 【予算措置（国）】 【予算措置（国）】

暫定法等において経費補助を規定。 なし なし

その他

開設後３年を経過した作業道の切土、盛土のほか、路盤（敷砂利など）、排水（横断排水など）等
の改良については、平成１９年度から公共事業において補助対象となっている。 過去に利用さ
れていた作業道と同一の路線であっても、災害等により流失している等、現況が既に作業道で
はなくなっているのであれば、作業道の開設を助成の対象

林内路網における現制度上の維持管理、災害復旧について
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８ 路網整備と施業集約化のイメージ

林道、作業道等それぞれの役割や自然条件等に応じて適切に組み合わせた路網ネットワークを整備

検討している集約化施業のイメージ

公
道林内走行車による搬出は、

一定距離を超えると生産
性が著しく低い

200ｍ/haの作業路を入
れた場合、車輌系林業機
械を活用してｸﾞﾗｯﾌﾟﾙの
みによる集材が可能

林道

幹線道路
（公道）

林 道

作業道

５００ha

３００
ha

１５０ha

２０００
ha

２５０
ha

８０ha

路網のイメージ
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